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株式会社ファーストステージ 
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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  本田 誠二 

【本店の所在の場所】 
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明治安田生命大阪梅田ビル22階 

【電話番号】 06-6347-1106（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役 管理本部長  谷口 恵亮 
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【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの代表者の役職氏名】 代表取締役社長 永堀 真 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋兜町４番２号 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの財務状況が公表される

るウェブサイトのアドレス】 
https://www.phillip.co.jp/ 

【電話番号】 (03)3666-2101 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 東京証券取引所 TOKYO PRO Market 

なお、振替機関の名称及び住所は下記のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 株式会社ファーストステージ 

https://www.1st-stage.co.jp 

株式会社東京証券取引所 

https://www.jpx.co.jp/ 

【投資者に対する注意事項】  

１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスク

を含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要

件及び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要

があります。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を

行う必要があります。特に、第一部 第３ ４【事業等のリスク】において公表された情報を慎重

に検討する必要があります。 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」とい

う。）第21条第１項第１号に規定する役員（取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれら

に準ずる者）をいう。）は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表

すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていた

ときは、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対

し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、

当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを

知っていたときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けてい

ることを知らず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明し

たときは、上記賠償責任を負いません。 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所

金融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketに

おいては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券

に関する有価証券上場規程の特例に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを選任する必要

があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、並びに上場申請手続の
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マネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所のホームページ等に

掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき

事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという

点を含みますが、これらに限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記

賠償責任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部【企業情報】 

第１【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

第２【企業の概況】 

 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第13期 第14期 第15期 

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 

売上高 (千円) 10,585,611 12,044,792 11,191,900 

経常利益 (千円) 1,200,569 806,555 204,228 

当期純利益 (千円) 813,662 527,133 259,169 

純資産額 (千円) 2,258,270 2,785,419 2,886,696 

総資産額 (千円) 13,236,350 13,010,148 8,836,832 

１株当たり純資産額 (円) 1,758.78 2,169.33 2,248.21 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
(円) 

－ 

(－) 

123 

(－) 

123 

(－) 

１株当たり当期純利益 (円) 633.69 410.54 201.85 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
(円) － 389.98 191.78 

自己資本比率 (％) 17.1 21.4 32.7 

自己資本利益率 (％) 43.9 20.9 9.1 

株価収益率 (倍) － 3.9 7.9 

配当性向 (％) － 30.0 60.9 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
(千円) △1,734,947 2,167,831 4,334,122 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
(千円) △13,625 △27,921 692,854 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
(千円) 2,299,996 △744,825 △4,690,211 

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 1,580,954 2,976,039 3,312,803 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(名) 

52 

( 2) 

57 

(－) 

58 

(－) 

(注)１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．第14期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当社は2020年５月27日に東京証

券取引所 TOKYO PRO Marketに上場したため、上場日から第14期末までの平均株価を期中平均株価と

みなして算定しております。第13期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式は存在しますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載

しておりません。 

３．株価収益率については、第13期は当社株式が非上場であったため記載しておりません。 

４．第13期の１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 
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５．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(人材会社からの派遣社員のみ)は、年間の平均人員を

（外数）で記載しております。なお、第14期及び当事業年度については、臨時従業員は雇用してお

りません。 

６．第14期及び第15期の財務諸表については、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有

価証券上場規程の特例第128条第３項の規定に基づき、第13期の財務諸表については、株式会社東京

証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第110条第５項の規定に基づき、そ

れぞれ有限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。 

７．2020年２月３日付で普通株式１株につき400株の割合で株式分割を行っております。第13期の期首に

当該分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１

株当たり当期純利益を算定しております。 
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２【沿革】 

  当社の創業者である中野秀樹は、2007年10月に投資用不動産販売を目的として大阪市北区に当社を設立

いたしました。 

  その後、不動産の賃貸・建物管理等及び太陽光発電を開始し現在に至っております。 

  当社の設立以後の経緯は、次のとおりであります。 

 

（注）１．株式会社ファーストステージホールディングスは、当社の株式保有を目的として2015年９月に設

立されました。 

２．株式会社FSソリューションは、不動産の賃貸管理等を目的として当社の創業者である中野秀樹が

その100％を出資する資産管理会社である株式会社セカンドステージ（現 ＨＮホールディングス

株式会社）が100％を出資しておりました。 

 

 

  

年月 事項 

2007年10月 大阪市北区曽根崎新地に株式会社ファーストステージを設立 

2007年11月 宅地建物取引業免許（大阪府知事免許）を取得 

2009年12月 本社を大阪市北区梅田に移転 

2014年６月 資本金を8,000万円に増資 

2015年１月 兵庫県三木市にて太陽光発電開始（750kw） 

2015年６月 初の自社ブランド「ファーストレジデンス三宮 EAST」販売開始 

2015年12月 自社ブランド物件 販売戸数100戸 突破 

2016年３月 奈良県吉野郡大淀町にて太陽光発電開始（500kw） 

2016年11月 兵庫県加西市にて太陽光発電開始（750kw） 

2017年11月 自社ブランド物件 販売戸数500戸 突破 

2017年12月 

 

株式会社ファーストステージホールディングス(注１)と株式会社FSソリューション(注２)を 

吸収合併 

2019年５月 自社ブランド物件 販売戸数1,000戸 突破 

2019年10月 賃貸住宅管理業者に登録 

2020年５月 株式会社東京証券取引所 TOKYO PRO Marketに上場 

2021年11月 奈良県吉野郡大淀町 太陽光発電売却 

2022年３月 兵庫県三木市 太陽光発電売却 
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３【事業の内容】 

当社は、「将来に備えて、将来を豊かにする。幸せな人生設計に貢献し、一番すてきなステージへ」と

いう経営理念のもと、「価値ある資産を常に提供し続けます」という経営方針を掲げ、不動産ソリューシ

ョン事業を展開しております。具体的には、大阪府下を中心とした投資用不動産販売、不動産賃貸管理、

不動産建物管理、その他を行っております。 

 

（１）投資用不動産販売 

   当社は、主に大阪府下を中心に、賃貸需要の旺盛な都心に位置する投資用不動産の販売を行っ

ております。当社が販売する物件は外観に高級感があり、アウトポール工法（注）を積極的に採用

し、一部内装には人工大理石を使用するなどハイグレードな単身者向けのマンションもあります。

最寄駅から徒歩 10 分圏内を基本としており、在宅ワーク等に適した環境作りも踏まえインターネ

ット環境の整備として入居者が入居当日から無料で利用できる Wi-Fi を完備しております。 

また、当社は、個人及び不動産販売等を目的とした事業法人を顧客としております。個人顧客

層は全国の医師・歯科医師が中心であり、景気の動向に左右されにくい特徴があります。また、

投資用不動産購入のリピート率が高くなっております。 

当社は、デベロッパーなどの開発業者から完成した、または完成予定の１棟マンションを販売

用不動産として仕入れてきましたので、設計及び施工発注は当社ではなく、開発業者が行ってお

りますが、その商品開発においては、開発業者との間で綿密な協議をし、当社の求めるグレード

を保てるようにしております。 

また、下期からは開発用地から取得する開発事業にも着手し、１棟マンションの仕入れと並行

して販売用不動産の戦略的な仕入れを行っております。 

 
(注) 柱や梁の出っ張りが室内になく、建物の外側に出るように設ける工法 
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（２）不動産賃貸管理 

   当社が販売した不動産について、顧客から不動産管理を受託し、入居者の募集、家賃回収代行

を行っております。また、顧客の希望によりサブリースを行っております。このようなサービス

を提供することにより資産の品質管理やサポート体制を構築しております。当社が投資用不動産

販売から不動産賃貸管理に至るまでワンストップサービスを提供することにより、投資用不動産

を安心してご購入頂くことが可能となります。また、当社が在庫として所有している不動産につ

きまして、販売するまでの間に入居者を募集し、賃貸することにより家賃収入を得ております。 

 

・不動産管理 

  入居者管理 

     
 

 

・不動産賃貸 

    
    ※サブリース契約の場合、当社から物件の所有者に対し賃料の支払いが発生いたしますが、

当社が保有している販売用不動産在庫を賃貸している場合には当社が支払うべき賃料の発

生はありません。 

 

（３）不動産建物管理 

   当社は顧客に販売したマンションにおいて、引渡し後の管理組合の組成・運営から、共用部の

管理も併せて行っております。管理組合の運営や共用部の管理も当社が行うことにより、資産と

しての価値の維持・向上、顧客（区分所有者）との密なコミュニケーションによる、スムーズな

管理組合運営が行えると考えております。建物管理も併せて行うことにより、販売から引渡し後

の賃貸管理、そして建物管理とワンストップサービスで顧客との信頼を築き上げております。 

 

 
 

（４）その他 

   当社では、遊休地や未利用土地の有効活用の一環として、太陽光発電を行っております。地球

温暖化や大気汚染などさまざまな環境問題の深刻化に伴い、環境保全や暮らしやすい社会への貢

献は企業にとって重要な課題になっているとの認識のもと、こうした課題を解決し持続可能な社

会を築くため、自然の力を用いた『安全で持続可能な再生エネルギー』の活用を推進しておりま

す。 
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当社の事業系統図は以下のとおりであります。 

 

 

 
 

  



9 

 

４【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

 

５【従業員の状況】 

（１）提出会社の状況 

 2022年３月31日現在   

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

58 34.3 4.1 10,562 

（注）１．従業員数は就業人員であります。なお、臨時従業員は雇用しておりません。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当社の報告セグメントは、「不動産ソリューション事業」のみであり、その他の事業セグメントは

重要性が乏しいため、セグメントごとの記載は省略しております。 

 

（２）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１） 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の長期化により、緊急事態宣言やま

ん延防止等重点措置が断続的に実施されるなど予断を許さない状況が続きました。 

また、オミクロン株拡大やロシアによるウクライナ侵攻の影響による資源価格の高騰による原材料

価格の上昇によって製造業・非製造業ともに景況感は悪化しております。 

当社が属する投資用不動産販売市場においては、金融緩和政策の継続により購入意欲は高い水準で

推移しておりますが、用地価格や資材不足による建築価格の高騰等の影響を注視していく必要があり

ます。 

このような背景のなか、当社はIT技術への投資を継続しコロナ禍においても安定した業務環境を整

えるとともに、建築価格等の高騰に対処するべく新規販売・仕入ルートの開拓等に取り組んでまいり

ました。 

 

以上の結果、当事業年度の売上高は11,191,900千円（前期比7.1％減）、営業利益は394,807千円

（前期比61.3％減）、経常利益は204,228千円（前期比74.7％減）、当期純利益は259,169千円（前期比

50.8％減）となりました。 

 

当社の報告セグメントは、「不動産ソリューション事業」のみであり、その他の事業セグメントは

重要性が乏しいため、セグメントごとの記載は省略しております。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

  当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比

べ336,764千円増加し、3,312,803千円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、4,334,122千円の収入(前事業年度は2,167,831千円の収入)

となりました。これは主に、税引前当期純利益467,696千円を計上、棚卸資産の減少額4,671,933千円、

前渡金の増加額415,200千円によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、692,854千円の収入(前事業年度は27,921千円の支出)となり

ました。これは主に、有形固定資産の売却による収入454,427千円、保険積立金の解約による収入

235,906千円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、4,690,211千円の支出(前事業年度は744,825千円の支出)と

なりました。これは主に、長期借入れによる収入2,473,100千円、長期借入金の返済による支出

6,827,984千円、リース債務の返済による支出158,688千円によるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

該当事項はありません。 

 

（２）受注実績 

該当事項はありません。 

 

（３）販売実績 

サービスの内容 
前事業年度 

（自 2020年４月１日 
    至 2021年３月31日） 

当事業年度 
（自 2021年４月１日 

    至 2022年３月31日） 
前年同期比（％） 

投資用不動産販売（千円） 10,930,816 10,293,280 94.2 

不動産賃貸管理（千円） 1,029,888 824,271 80.0 

不動産建物管理（千円） 3,048 7,914 259.6 

その他(太陽光発電)(千円) 81,038 66,434 82.0 

合計 12,044,792 11,191,900 92.9 

（注）主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

相手先 

前事業年度 
（自 2020年４月１日 

    至 2021年３月31日） 

当事業年度 
（自 2021年４月１日 

    至 2022年３月31日） 

金額（千円） 割合(％) 金額（千円） 割合(％) 

株式会社 
ワールドアイコーポレーション 

1,800,388 15.0 － － 

合同会社オルタナファイブ － － 2,903,281 25.9 
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３【対処すべき課題】 

 当社といたしましては、当面の対処すべき課題としては以下のとおり認識し、対策に取り組んでおり

ます。 

（１）事業拡大に対応する人材の確保及び育成 

当社にとって最大の資産は、当社の保有する経験・ノウハウを担っていく「人」であり、継続的に

企業価値を向上していくためにも優秀な人材を安定的に確保していくことは極めて重要であると考え

ております。経営資源である人材を十分かつ適時に確保するために、採用力を強化し、人材の獲得に

向けて積極的に活動するとともに、労働環境の向上や福利厚生の充実などにより離職率の低減を図っ

てまいります。また、人員の増加にあわせ、定期的な社内研修の実施等、教育制度の充実に努めてま

いります。 

 

（２）内部統制、リスク管理体制の整備・強化及びコンプライアンスの徹底 

当社の継続的な拡大を支えていくために、当社としては業況推移を常時正確に把握し、適時・適切

に経営判断へ反映させていくことが重要であると考えております。また、企業の社会的責任を積極的

かつ十分に果たしていくためには、コンプライアンス体制のさらなる充実・強化が重要であると認識

しております。社会環境と安全性を重視し、法令及び規則の遵守をより確実に実践するために、取締

役会、リスク・コンプライアンス委員会の機能強化と社内の徹底した情報共有化のための施策に取り

組んでまいります。 

 

（３）販売用不動産の継続的な確保 

当社では、収益性を考慮しながら積極的に販売用不動産の仕入を行っております。現時点において

当面の販売物件は確保しているものの、将来的に仕入が難しい状況になる可能性があります。当社で

は、事業主から相対取引で物件を仕入れ、また開発用地から取得する開発事業にも着手しており今後

も既存取引先、新規取引先から多くの情報を集め、物件の継続的な確保に努めてまいります。 

 

（４）事業拡大に伴い増大する資金の調達力の強化 

当社が安定的に成長していくために、資金調達力の強化は不可欠であります。現在、調達は間接金

融で行っておりますが、今後は直接金融も含めた調達力の強化を図り、より安定した財務基盤の構築

に努めてまいります。 

 

（５）不正融資問題への取組み 

当社が事業を行う投資用不動産販売業界では、一部の事業者において、書類の改竄などによる不正

融資が問題となっております。当社では、投資用不動産を購入されるお客様が融資をご希望された場

合には金融機関へ融資申込の取次ぎを行っておりますが、営業本部の役職員が金融機関へ取次ぐこと

を禁止しており、営業本部から管理本部へ取次依頼を行い、管理本部において金融機関への取次ぎを

行っております。取次ぎに必要となる書類をお客様からお預かりさせていただく場合には、ご本人確

認書類をはじめ、すべての書類が正確な書類であることをご本人にご証明いただいております。引き

続き、不正融資を防止すべく、注力してまいります。 

 

４【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。 

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努

める方針ですが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上

で行われる必要があると考えております。 

また、文中の将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであり、実際の結

果とは異なる可能性があります。 

 

（１）法的規制について 

当社の属する不動産業界は、宅地建物取引業法、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する

法律（住宅瑕疵担保責任履行法）、不動産の表示に関する公正競争規約、借地借家法、消費者契約法、

個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律等に

より、多数の法的規制を受けております。 

当社では、これらの法的規制に対応した社内体制を構築しており、現在、当該免許及び許認可等

が取消されるおそれのある事由は発生しておりません。しかしながら今後、何らかの理由によりこ
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れらの免許、登録、許可の取消し等があった場合には、当社の主要な事業活動に支障をきたし、経

営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、今後、これらの規制の改廃や新たな法

的規制が設けられる場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

（許認可の状況） 

許認可等の名称 許認可番号等/有効期限 規制法令 
免許取消 

条項等 

宅地建物取引業者免許 
大阪府知事(3)53612 号 

2017年 11月 29日～2022年 11月 28日 
宅地建物取引業法 

第 5 条、 

第 66 条等 

マンション管理業者免許 
国土交通大臣(1)第 064452 号 

2019 年９月 21 日～2024 年９月 20 日 

マンションの管理

の適正化の推進に

関する法律 

第 83 条等 

 

 （２）自然災害のリスク 

     地震、風水害などの自然災害により社屋・従業員等とその家族及び取引先などに被害が発生した

場合、営業活動の停止、システム障害、交通網の混乱、景気動向、経済情勢、金利動向等が悪化、

顧客の購買意欲の低下や空室の長期化、当社が保有する物件の滅失、劣化、棄損等が発生し、不動

産価値に影響を受け、事業活動に支障が生じる可能性があります。こうした場合には、当社の経営

成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があると認識しております。 

 

（３）新型コロナウイルス感染症のリスク 

     新型コロナウイルス等の感染症の蔓延等の要因により、感染拡大防止策として外出自粛要請等の

措置が取られた場合、営業活動の制約や、投資用不動産の購買意欲の後退等により、当社の経営成

績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。また、従業員等への感染により出社できない状

況になる等、人材の確保ができなくなることで業務に支障をきたし、本来のサービスの提供が困難

になる可能性があります。 

     新型コロナウイルス感染症は現時点においても収束の目途が立っておらず、拡大と縮小を繰り返

している状況であり、これらのリスクの先行きを見通すことは困難となっております。感染症の長

期に渡る不安定な蔓延状況が、当社の経営成績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があると認識し

ております。 

 

 （４）物件の品質確保について 

     当社では、販売した物件の状況に応じて住宅瑕疵担保責任保険に加入しております。しかし、当

社が販売した物件に、当該保険の対象とならない重大な契約内容不適合があった場合には、当社の

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 （５）経済状況や不動産市況等の影響について 

当社の主力サービスである投資用不動産販売は、景気動向、金利動向、販売価格動向、競合によ

る供給過剰による販売価格の下落、不動産関連税制の改廃等の影響を受ける傾向があります。こう

した場合には、顧客の購買意欲の低下となり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。 

 

（６）不動産販売事業について 

当社が販売する投資用不動産は、主に資産運用を目的として購入されますが、一般的に不動産に

よる資産運用には、入居率の悪化や家賃相場の下落による賃貸収入の低下、金利上昇による借入金

返済負担の増加など収支の悪化につながる様々な投資リスクが内在します。 

当社は、顧客に対してはこれらの投資リスクについて十分説明を行い、理解の上で売買契約を締

結すべく、当社役職員に対してコンプライアンス教育を徹底しております。 

また、当社により、投資用不動産の販売から不動産管理に至るまでのワンストップサービスを提

供することで、購入者の長期的かつ安定的なマンション経営をサポートし、空室の発生や資産価値

下落等のリスク低減に取り組んでおります。しかしながら、今後、当社役職員の説明不足等が原因

で投資リスクに対する理解が不十分なまま不動産が販売されること等により、購入者からのクレー

ム等が発生した場合、当社の信頼が損なわれることに繋がり、当社の経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。 
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（７）訴訟の可能性について 

当社は、コンプライアンスの重要性を強く認識し、役職員に対して法令遵守を徹底させることに

より、法令違反等の発生リスクの低減に努めております。しかしながら、当社及び役職員の法令違

反の有無に関わらず、顧客及び取引先等の間で予期せぬトラブルが発生し、訴訟に発展する可能性

があります。これらの訴訟等の内容及び結果によっては、当社の経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

 （８）営業エリアについて 

当社は、主に大阪府下に経営資源を集中することにより効率的な事業運営を行っております。こ

のことから、当該エリアの経済状況、雇用状況、賃貸需要、地価の動向等の影響を受ける可能性が

あります。また、当該エリアにおいて、自然災害やテロ等の不測の事態が発生し、事業環境が悪化

した場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（９）販売用不動産仕入について 

当社では、大阪府下を中心とした仕入に努めておりますが、当該エリアは競合他社も多く、今後

は競争が激化する可能性があり、何らかの事情により十分な不動産関連情報の入手が困難となった

場合や、仕入に必要な資金が十分に調達できない場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。 

開発用地の取得にあたっては、新規供給物件の動向や不動産販売価格の動向、将来の景気見通し、

宿泊事業など他の業界の活性化、競争入札制度の普及などからくる用地取得競争によって用地価格

が高騰した結果、当社の事業利益が圧迫され、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社は建築工事を外注していることから、工事中の事故、外注先の倒産や請負契約の不履

行、その他予期せぬ事象が発生した場合、工事の中止又は遅延等が生じる可能性があります。更に、

建築資材の価格や建築工事にかかる人件費が想定を上回って上昇した場合、建築コストの上昇等が

生じ、当社の経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（10）引渡し時期による業績変動について 

当社の投資用不動産販売の売上高計上基準は顧客との不動産売買契約書に基づき当該物件の引渡

しを行う義務を負い物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収

益を計上しております。そのため、引渡時期により売上高に偏りが生じる傾向にあります。 

当社は前事業年度までは第１四半期での引渡が多く、売上高が第１四半期に集中する傾向があり

ましたが、当事業年度より、年間を通じて平準化する計画で進捗しております。 

 2022 年３月期 

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年間合計 

売上高（千円） 1,878,420 2,079,542 4,690,137 2,543,800 11,191,900 

 

（11）販売用不動産在庫について 

当社は、大阪府下を中心に物件を仕入れ、早期販売に取り組んでおりますが、不動産関連税制の

改正、景気悪化や予期せぬ社会情勢の変化、金利の急激な上昇等が発生した場合には、販売の低迷

により販売用不動産在庫が増加し、当社の経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 2008年９月26日)の適用により、

収益性が低下した販売用不動産に対して評価損が計上された場合には、当社の経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（12）賃貸借契約について 

保有する物件等について、当社は入居者と賃貸借契約を締結しております。しかし賃貸借契約期

間満了時に契約が更新される保証はありません。また、入居者が一定期間前に通知を行うことによ

り賃貸借契約期間中であっても賃貸借契約を解除することができるとされているため、賃貸借契約

の解除が増加した場合、新たな入居者がみつかるまでの間は賃貸収入が見込めず、賃貸収入が減少

し当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（13）有利子負債への依存について 

当社は、物件の仕入資金を主として金融機関からの借入金によって調達しており、有利子負債は

5,029,403千円（2022年３月期末）あり、有利子負債依存率は56.9％と高い状況であります。当社で

は、財政状態の健全性を維持するため手元資金とのバランスを考えながら借入額や借入時期を調整



15 

 

しておりますが、市場金利が上昇する局面や、不動産業界又は当社の調達金利が上昇した場合には、

支払利息が増加し、当社の経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、資金調達

に際しては、特定の金融機関に依存することなく、案件ごとに金融機関に融資を打診しております。

しかしながら、何らかの要因により当社が必要とする資金調達に制約を受けた場合には、当社の経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

     

（14）顧客情報管理について 

当社は、多くの顧客（潜在顧客を含みます。）や入居者の個人情報を保有しております。当社では、

プライバシーマークを取得しており、個人情報保護に関連する社内諸規程を整備し、社内情報管理

システムのセキュリティー強化に取り組むとともに、役職員に対する個人情報保護に関する教育・

研修を実施すること等により、情報管理の徹底に努めております。しかしながら、これらの対策に

もかかわらず、個人情報が外部に漏えいした場合には、損害賠償請求や信用低下等により、当社の

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

     

（15）人材の確保及び育成について 

当社の事業遂行において、優秀な人材を確保・定着させることが重要な戦略の一つであります。

今後も優秀な人材を確保すべく積極的な採用活動を行っていく方針でありますが、十分な人材の確

保ができない場合や、大量の退職者が発生した場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

（16）担当J-Adviserとの契約について 

当社は、㈱東京証券取引所が運営を行っております証券市場TOKYO PRO Marketに2020年５月27日

に上場いたしました。 

当社ではフィリップ証券㈱を2019年８月26日の取締役会において、担当J-Adviserに指定する事を

決議し、2019年８月30日にフィリップ証券㈱との間で、担当J-Adviser契約（以下「当該契約」とい

います。）を締結しております。当該契約は、TOKYO PRO Marketにおける当社株式の新規上場及び上

場維持の前提となる契約であり、当該契約を解除し、かつ、他の担当J-Adviserを確保できない場合、

当社株式はTOKYO PRO Marketから上場廃止となります。当該契約における契約解除に関する条項及

び契約解除に係る事前催告に関する事項は以下のとおりであります。 

なお、当事業年度末日現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は生じておりません。 

 

＜J-Adviser契約解除に関する条項＞ 

当社（以下「甲」という。）が次のいずれかに該当する場合には、フィリップ証券㈱（以下「乙」

という。）はJ-Adviser契約（以下「本契約」という。）を即日無催告解除することができる。 

（１）債務超過 

甲がその連結会計年度の末日（連結財務諸表を作成していない場合には、当事業年度の末

日）に債務超過の状態である場合において（上場後３年間に終了する事業年度において債務

超過となった場合を除く）、1年以内に債務超過の状態から脱却しえなかったとき、すなわち

債務超過の状態となった事業年度の末日の翌日から起算して1年を経過する日（当該1年を経

過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該1年を経過する日の後最初に到来す

る事業年度の末日）までの期間（以下この項において「猶予期間」という。）において債務超

過の状態から脱却しえなかった場合。但し、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生

手続又は私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に

基づく整理を行うことにより、当該1年を経過した日から起算して1年以内に債務超過の状態

から脱却することを計画している場合（乙が適当と認める場合に限る。）には、2年以内（審

査対象事業年度の末日の翌日から起算して2年を経過する日（猶予期間の最終日の翌日から起

算して1年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該1年を経過する日後

最初に到来する事業年度の末日）までの期間内）に債務超過の状態から脱却しえなかったと

き。 

なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、猶予期間の最終日の属する連

結会計年度（甲が連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度）に係る決算の内

容を開示するまでの間において、再建計画（本号但し書に定める1年以内に債務超過の状態

でなくなるための計画を含む。）を公表している甲を対象とし、甲が提出する当該再建計画

並びに次のａ及びｂに定める書類に基づき行う。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)の場合の区分に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に規定する書面 
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(ａ)法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであ

ることを証する書面 

(ｂ)私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に

基づく整理を行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについ

て債権者が記載した書面 

ｂ 本号但し書に定める1年以内に債務超過の状態でなくなるための計画の前提となった 

重要な事項等が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計 

士等が記載した書面 

（２）銀行取引の停止 

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実

となった旨の報告を書面で受けた場合 

（３）破産手続、再生手続又は更生手続 

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至っ

た場合（甲が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、

破産手続、再生手続又は更生手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場

合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が

法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合に準

ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当

該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない

法律に基づかない整理を行う場合 

 甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継

続について困難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であ

って、事業の全部若しくは大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に

付議することの取締役会の決議を行った場合、甲から当該事業の譲渡又は解散に関する取

締役会の決議についての書面による報告を受けた日（事業の大部分の譲渡の場合には、当

該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日） 

ｃ 甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受

若しくは弁済に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又

は債務の引受若しくは弁済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相

当する額以上である場合に限る。） 

 甲から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

（４）前号に該当することとなった場合においても、以下に定める再建計画の開示を行った場合に

は、原則として本契約の解除は行わないものとする。 

再建計画とは次のａないしｃの全てに該当するものをいう。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)に定める場合に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に定める事項に該当すること。 

(ａ) 甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあ

るものであること。 

(ｂ) 甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 

当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものである

こと。 

ｂ 当該再建計画に次の(ａ)及び(ｂ)に掲げる事項が記載されていること。 

(ａ) 当該上場有価証券の全部を消却するものでないこと。 

(ｂ) 前ａの(ａ)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(ｂ)に規定する合意がなさ 

れていること及びそれを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の

観点から適当でないと認められるものでないこと。 

（５）事業活動の停止 

甲が事業活動を停止した場合（甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認め

た場合をいう）又はこれに準ずる状態になった場合。 

なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が事
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業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａ

からｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り

扱う。 

ａ 甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代

わる財産の全部又は一部として次の(ａ)又は(ｂ)に該当する株券等を交付する場合は、原

則として、合併がその効力を生ずる日の3日前（休業日を除外する。）の日 

(ａ) TOKYO PRO Marketの上場株券等 

(ｂ) 上場株券等が、その発行者である甲の合併による解散により上場廃止となる場合当該 

合併に係る新設会社若しくは存続会社又は存続会社の親会社（当該会社が発行者であ

る株券等を当該合併に際して交付する場合に限る。）が上場申請を行い、速やかに上場

される見込みのある株券等 

ｂ 甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する

株主総会（普通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該

合併について株主総会の決議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設

置会社にあっては、執行役の決定を含む。）についての書面による報告を受けた日） 

ｃ 甲が、前ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（（3）ｂの規定の適

用を受ける場合を除く。）は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による

報告を受けた日。 

（６）不適当な合併等 

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類する行為する行為（ⅰ 非上場会社を完全子会社と 

する株式交換、ⅱ 非上場会社を子会社化する株式交付、ⅲ 会社分割による非上場会社から

の事業の承継、ⅳ 非上場会社からの事業の譲受け、ⅴ 会社分割による他の者への事業の承

継、ⅵ 他の者への事業の譲渡、ⅶ 非上場会社との業務上の提携、Ⅷ 第三者割当による株式

若しくは優先出資の割当て、ⅸ その他非上場会社の吸収合併又はこれら ⅰから Ⅷまでと同

等の効果をもたらすと認められる行為）を行った場合で、甲が実質的な存続会社でないと乙

が認めた場合。 

（７）支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により支配株主が異動した場合（当該割当により支配株主が異動した場合及び

当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがあ

る場合）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認める

とき。 

（８）有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等の提出遅延 

甲が提出の義務を有する有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等につき、

法令及び上場規程等に定める期間内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でな

いと判断した場合 

（９）虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 

ａ 甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

ｂ 甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、「不適正

意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、甲の責めに帰すべからざる事由によ

るものである場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

（10）法令違反及び上場規程違反等 

甲が重大な法令違反又は上場規程に関する重大な違反を行った場合。 

（11）株式事務代行機関への委託 

甲が株式事務を㈱東京証券取引所の承認する株式事務代行機関に委託しないこととなった

場合又は委託しないこととなることが確実となった場合。 

（12）株式の譲渡制限 

甲が当該銘柄に係る株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

（13）完全子会社化 

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合。 

（14）指定振替機関における取扱い 

甲が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

（15）株主の権利の不当な制限 

株主の権利内容及びその行使が不当に制限されているとして、甲が次の a から g までのい

ずれかに掲げる行為を行っていると乙が認めた場合でかつ株主及び投資者の利益を侵害する
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おそれが大きいと乙が認める場合、その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されて

いると乙が認めた場合。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等

の形で発行する買収防衛策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の

時価より著しく低い新株予約権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実

質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割り当てるために、導入時点において暫定的に特

定の者に割り当てておく場合を除く。）。 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、

なお廃止又は不発動とすることができないものの導入。 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株

主総会の決議を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社であ

る甲の主要な事業を行っている子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を

甲以外の者を割当先として発行する場合において、当該種類株式の発行が甲に対する買収

の実現を困難にする方策であると乙が認めるときは、甲が重要な事項について種類株主総

会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして取り扱う。）。 

ｄ 上場株券等について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取締

役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決

議又は決定。 

ｅ 上場株券等より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について株主総

会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その

他の経済的利益を受ける権利の価額等が上場株券等より低い株式をいう。）の発行に係る

決議又は決定。 

ｆ 議決権の比率が 300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。ただし、株主及び投資

者の利益を侵害するおそれが少ないと乙が認める場合は、この限りでない。 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をも

たらす行為に係る決議又は決定。 

（16）全部取得 

甲が当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合。 

（17）反社会的勢力の関与 

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO PRO 

Market に対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき。 

（18）その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙もしくは㈱東京証券取引所が当該銘柄の上

場廃止を適当と認めた場合。 

   

＜J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

１．いずれかの当事者が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、

相手方は、相当の期間（特段の事情のない限り１ヵ月とする。）を定めてその違反の是正又は義務の

履行を書面で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本

契約を解除することができる。 

２．前項の定めにかかわらず、甲及び乙は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除すること

ができる。また、いずれかの当事者から相手方に対し、1ヵ月前に書面で通知することにより本契約

を解除することができる。 

３．契約解除する場合、特段の事情のない限り乙は、あらかじめ本契約を解除する旨を㈱東京証券取

引所に通知しなければならない。 

 

５【経営上の重要な契約等】 
  該当事項はありません。 

 

６【研究開発活動】 

  該当事項はありません。 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
文中における将来に関する事項は、当事業年度日現在において当社が判断したものであります。 

 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・

費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りにつ

いて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のた

め、これらの見積りと異なる場合があります。 

 

（２）財政状態の分析 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産合計は8,449,479千円となり、前事業年度末に比べて3,820,036千

円減少いたしました。これは主に、販売用不動産が4,786,692千円減少し、現金及び預金が327,264

千円、前渡金が415,200千円それぞれ増加したことによるものであります。 

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産合計は387,353千円となり、前事業年度末に比べて353,279千円減

少いたしました。これは主に、有形固定資産が327,113千円減少したことによるものであります。 

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債合計は3,218,325千円となり、前事業年度末に比べて1,279,960千

円減少いたしました。これは主に、１年内返済予定の長期借入金が1,115,157千円、リース債務が

198,311千円それぞれ減少したことによるものであります。 

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債合計は2,731,810千円となり、前事業年度末に比べて2,994,632千

円減少いたしました。これは主に、長期借入金が3,239,727千円減少し、社債が120,000千円、役員

退職慰労引当金が106,758千円それぞれ増加したことによるものであります。 

（純資産） 

当事業年度末における純資産合計は2,886,696千円となり、前事業年度末に比べて101,276千円増

加いたしました。これは、利益剰余金が101,237千円増加したことによるものであります。 

    

（３）経営成績の分析 

「１ 【業績等の概要】（１）業績」に記載のとおりであります。 

 

（４）キャッシュ・フローの分析 

「１ 【業績等の概要】（２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 
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第４【設備の状況】 

 

１【設備投資等の概要】 

   当事業年度において重要な設備の新設及び除却等は行っておりません。 

 

２【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

2022 年３月 31 日現在 

事業所名 

(所在地) 

設備の内

容 

帳簿価額 

従業員数 

（名） 建物 

（千円） 

リース資産

（千円） 

土地 

（千円） 

（面積㎡） 

その他 

（千円） 

合計 

（千円） 

本社 

(大阪市北区) 
本社機能 9,430 2,465  215 11,224 23,336 58 

太陽光発電設備 

(兵庫県加西市) 
機械装置 － 129,422 

23,288 

(10,000.00) 
0 152,711 － 

 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、車両運搬具並びにソフトウエア 

の合計であります。 

    ２．本社の建物は賃借物件であり、その概要は以下のとおりであります。 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

賃借面積 

（㎡） 

年間賃借料 

（千円） 

本社 

（大阪市北区） 
本社機能 515.6 44,910 

    ３．従業員数は就業人員であります。なお、臨時従業員は雇用しておりません。 

４．当社の報告セグメントは、「不動産ソリューション事業」のみであり、その他の事業セグメント 

は重要性が乏しいため、セグメントに関連付けた記載は省略しております。 

 

３【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

（２）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第５【発行者の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

記名・無記名の

別、額面・無額

面の別及び種類 

発行可能 

株式総数

（株） 

未発行株式数 

（株） 

事業年度末 

現在発行数

（株） 

(2022 年 

３月 31 日) 

公表日現 

在発行数 

（株） 

(2022 年 

６月 30 日) 

上場金融商品

取引所名又は

登録認可金融

商品取引業協

会名 

内容 

普通株式 9,936,000 7,452,000 2,484,000 2,484,000 

東京証券取引

所 

TOKYO PRO 

Market 

権利関係に何ら

限定のない当社

における標準と

な る 株 式 で あ

り、単元株式数

は 100 株であり

ます。 

計 9,936,000 7,452,000 2,484,000 2,484,000 － ― 

（注） 未発行株式数には新株予約権の行使により発行される予定の普通株式 246,800 株が含まれております。 
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（２）【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

第１回新株予約権（2019 年１月 15 日臨時株主総会決議） 

  
最近事業年度末現在 
（2022年３月31日） 

公表日の前月末現在 
（2022年５月31日） 

新株予約権の数（個） 617 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 246,800（注）１、３ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,163（注）２、３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 2021年１月16日 

至 2029年１月15日（注）４ 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,163（注）３ 
資本組入額  582（注）３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当てを受けた者
は、権利行使時においても、当
社又は当社子会社の取締役、監
査役および従業員の地位にある
ことを要する。ただし、当社取
締役会が認めた場合は、その限
りではない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要するものとしま
す。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項 

― ― 

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を

調整し、調整によって生じる１円未満の端数は切上げます。 

調整後 

行使価額 

 

 

＝ 

調整前 

行使価額 
× 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数 

又は処分株式数 
× 

１株当たり払込金額 

又は処分価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とします。また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は

切上げます。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

また、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合には、行使価額の調

整を行うことができる。 

３．2020年１月 16日開催の取締役会決議により、2020年２月３日付で普通株式１株につき 400株の株式分割を行

っており、これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

４．当該期間において、当社株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場した日(2020 年５月 27 日)の１年

後から 2029 年１月 15 日までの間を、新株予約権を行使することができる期間としております。 
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（３）【MSCB 等の行使状況等】 

    該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数

（株） 

発行済株式 

総数残高

（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金 

増減額 

（千円） 

資本準備金 

残高 

（千円） 

2020年２月３日 

 （注） 
2,477,790 2,484,000 － 80,000 － － 

（注）株式分割（１：400）によるものであります。 

 
（６）【所有者別状況】 

 2022年３月31日現在   

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況 

(株) 

政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 
金融商品 

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数(人) － － － 2 － － 5 7 － 

所有株式数 

(単元) 
－ － － 840 － － 24,000 24,840 － 

所有株式数の 

割合(％) 
－ － － 3.4 －  － 96.6 100 － 

（注）自己株式 1,200,000株は、「個人その他」に含めて記載しております。 
 

（７）【大株主の状況】 

2022 年３月 31 日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

（株） 

発行済株式(自己株式除く)の総数

に対する所有株式数の割合(％) 

中野 秀樹 大阪市福島区 840,000   65.41   

本田 誠二 大阪府高槻市 120,000    9.35   

杉本 篤志 大阪府吹田市 120,000   9.35   

取田 大 大阪市西区 120,000   9.35   

ＨＮホールディングス株式会社 
大阪市福島区福島

４丁目３-23-3807 号 
83,900  6.53   

株式会社リーフ・ビル・ライフ 
大阪市北区西天満 
５丁目14－７ 

 100  0.01  

計 － 1,284,000   100.00   
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（８）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 2022年３月31日現在 
  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 －  －  － 

議決権制限株式（自己株式等） －  －  － 

議決権制限株式（その他） －  －  － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,200,000  －  － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,284,000 12,840 

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準とな

る株式であり、単元株式数

は100株であります。 

単元未満株式 －  －  － 

発行済株式総数 2,484,000 －  － 

総株主の議決権 －  12,840 － 

 

② 【自己株式等】 

 2022年３月31日現在 

所有者の 

氏名又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

（株） 

他人名義 

所有株式数 

（株） 

所有株式数 

の合計 

（株） 

発行済株式総数 

に対する所有 

株式数の割合

（％） 

株式会社 

ファーストステージ 

大阪市北区梅田 

3 丁目 3 番 20 号 
1,200,000 － 1,200,000 48.31 

計 ― 1,200,000 － 1,200,000 48.31 
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（９）【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に

基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

 

第１回新株予約権（2019 年１月 15 日臨時株主総会決議） 

決議年月日 2019年１月15日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、当社従業員10名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）付与対象者のうち、退職による権利喪失等により、本発行者情報公表日現在の付与対象者の区分及び

人数は、当社取締役４名、当社従業員７名となっております。 
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２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】普通株式 

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

    該当事項はありません。 

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 

最近事業年度 最近期間 

株式数（株） 
処分価額の総額 

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 

（円） 

引き受ける者の募集を

行った取得自己株式 
－ － － － 

消却の処分を行った取

得自己株式 
－ － － － 

合併、株式交換、会社

分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 

－ － － － 

その他（－） － － － － 

保有自己株式数 1,200,000 － 1,200,000 － 

 

３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置づけており、収益力の強化や事業

基盤の整備を実施しつつ、内部留保の充実状況及び企業を取り巻く事業環境を勘案したうえで、株主に

対しての安定的かつ継続的な利益還元を実施することを基本方針としております。 

また、配当の回数につきましては年１回を基本方針としておりますが、取締役会決議により毎年９月

30 日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

剰余金の配当を行う場合、期末配当の決定機関は株主総会であります。なお、当事業年度の剰余金の

配当につきましては、１株当たり123円の配当を実施することを決定いたしました。この結果、当事業年

度の配当性向は60.9%となりました。 

内部留保資金につきましては、事業の拡大を目的とした中長期的な事業資源として利用していく予定

であります。 

なお、当事業年度にかかる剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たりの配当額 

（円） 

2022 年６月 30 日 

定時株主総会 
157,932 123 
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４【株価の推移】 

（１）【最近３年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第 13 期 第 14 期 第 15 期 

決算年月 2020 年３月 2021 年３月 2022 年３月 

最高（円） － 1,600 － 

最低（円） － 1,600 － 

（注１）第13期については、2020年５月27日に東京証券取引所TOKYO PRO Marketへ上場したため、記載して

おりません。 

（注２）最高・最低株価は、東京証券取引所TOKYO PRO Marketにおける取引価格であります。 

（注３）第15期については、売買実績がないため記載しておりません。 

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 2021 年 10 月 11 月 12 月 2022 年１月 ２月 ３月 

最高（円） － － － － － － 

最低（円） － － － － － － 

（注）2021年10月から2022年３月までにおいては売買実績がありません。 
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５【コーポレート・ガバナンスの状況等】 
 

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】 

 

 
 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、「将来に備えて、将来を豊かにする。幸せな人生設計に貢献し、一番すてきなステー

ジへ」という経営理念のもと、企業価値の持続的な成長を実現し、社会に貢献するために、コー

ポレート・ガバナンスを経営の最重要課題の一つとして認識し、経営の効率化、健全化に努める

とともに、取締役会の意思決定の迅速化及び業務執行の監督機能の強化を図り、株主、投資家へ

のタイムリーな情報開示に努めることにより、経営の透明性を高めることに取り組んでまいりま

す。 

 

② コーポレート・ガバナンスの体制の概要 

１．コーポレート・ガバナンスの概要とその体制を採用する理由 

 当社は、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会、監査役会を設置するとともに、

日常的に事業を監視する役割として内部監査担当を任命し、対応を行っております。また、外

部の視点からの経営監督機能を強化するため、社外取締役１名及び社外監査役３名を選任し、

監査法人と監査契約を締結しております。これらの相互連携により、経営の健全性・効率性を

確保できるものと認識しているため、現状の企業統治体制を採用しております。 

 

２．その他のコーポレート・ガバナンスに関する事項 

ａ．株主総会 

 当社の定時株主総会は、毎年６月に招集し、臨時株主総会はその必要がある場合に随時こ

れを招集しております。株主総会では、法令で定められた事項を決議するとともに、決算内

容の報告を行い、株主に経営の状況を開示しております。 

ｂ．取締役会・役員体制 

 当社の取締役会は、取締役４名（内、社外取締役１名）で構成され、毎月１回開催し、必

要に応じて臨時取締役会を適宜開催しております。取締役会では、法令で定められた事項及

び経営に関する重要な事項の決議をするとともに、取締役の業務執行状況を監督しておりま

す。取締役会には監査役３名（内、社外監査役３名）が出席し、必要に応じて意見表明し、

取締役の職務の執行を監査しております。 
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ｃ．監査役会・監査役 

 当社は、会社法に基づく監査役会設置会社制度を、2019年３月期の定時株主総会で採用し、

監査役３名（内、社外監査役３名）により監査役会を毎月１回開催しております。監査役会

では、年間監査計画の内容や、取締役の職務の執行を含む毎月の監査結果について協議して

おります。また、監査法人・内部監査担当との情報共有も行っております。 

 各監査役は、取締役会に出席し当社の意思決定等を監視し、必要に応じて意見を述べるな

ど、透明かつ公正な経営監視体制の強化を図るとともに、常勤監査役は経営会議への出席や

各部門への往査など、実効性あるモニタリングに取り組んでおります。 

ｄ．経営会議 

 経営会議は、常勤取締役及び常勤監査役で構成されており、原則として定時取締役会前に、

毎月１回定期的に開催しております。経営会議では、各部門の業務執行状況を確認し、取締

役会への報告事項である月次での収益の状況、業務執行に関する経営上の重要事項の審議を

行っております。 

ｅ．リスク・コンプライアンス委員会 

 リスク・コンプライアンス委員会は、リスク・コンプライアンス規程に基づき各本部に委

員を設置し、代表取締役を委員長としております。常勤監査役及び内部監査担当も参加の上、

四半期に１回開催しております。事業を取り巻く様々なリスクへの対応状況や各部門の対応

状況の確認及び各部門の法令遵守の状況や社内の啓蒙活動など、リスク管理体制とコンプラ

イアンス体制の充実に向けた意見の交換を行っております。 

ｆ．内部監査体制 

 当社は、事業拠点が１ヶ所であり、かつ従業員数が少数であるため、独立した内部監査部

門を有しておりません。内部監査は、内部監査規程に基づき、管理部１名が担当しておりま

す。なお、管理本部への内部監査は、事業部１名が行っております。監査対象は、全部門と

し定期監査及び必要に応じ臨時監査を行っております。 

 

３．内部統制システムの整備の状況 

 当社は、会社法及び会社法施行規則の規定に基づき、業務の適正を確保するための体制を以

下のとおり整備しております。 

ａ．取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(a) 役職員の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するため、「経営理念」に 

基づく「経営方針」及び「行動指針」を制定し、役職員はこれを遵守することとしており 

ます。 

(b) 取締役会規程を始めとする社内諸規程を制定し、業務を遂行しております。 

(c) 管理本部をコンプライアンスの統括部署としてリスク・コンプライアンス委員会と連携 

の上、役職員に対する適切な研修体制の構築に努めており、適時コンプライアンスに関す 

る啓蒙を行っております。 

(d) 役職員の職務執行の適切性を確保するために、内部監査規程に基づき内部監査を実施し 

ております。また、内部監査担当者は必要に応じて監査役及び監査法人と情報交換し、効 

率的な内部監査を実施しております。具体的には、四半期ごとに１回及び必要に応じて情 

報交換を実施しております。 

(e) 反社会的勢力を断固として排除する姿勢を明確に宣言し、役職員にそれを徹底しており 

ます。具体的には、反社会的勢力対応規程、反社会的勢力対応マニュアル及び反社会的勢 

力調査マニュアルを定め運用を行っております。 

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(a) 取締役会議事録、その他重要な書類等の取締役の職務執行に係る情報の取扱いは文書管 

理規程等の社内規程に基づき、文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存管理しておりま 

す。 

(b) 管理部署の管理本部は、取締役及び監査役の閲覧請求に対して、何時でもこれらの文書 

を閲覧に供するものとしております。 

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、これに従いリスク管理

に係るリスク・コンプライアンス規程を制定し、多様なリスクを可能な限り未然に防止し、

危機発生時には企業価値の毀損を極小化するための体制を整備しております。具体的には、
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リスク・コンプライアンス規程に基づき、リスク・コンプライアンス委員会を四半期に１回

開催し、代表取締役がその委員長として、リスク管理の徹底を図っております。 

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(a) 定時取締役会を毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うため、臨時取締役会を 

開催するものとし、適切な職務執行が行える体制を確保しております。 

(b) 取締役会のもとに経営会議を設置し、取締役会の意思決定に資するために、取締役会付 

議事項の事前検討を行うとともに、取締役会で決定した方針及び計画に基づき、取締役会 

の指示、意思決定を各部門長に伝達しております。また、各部門長は各部門の業務執行状 

況を報告するとともに担当部署の多様なリスクを可能な限り未然に防止するように情報共 

有と検討を行っております。 

(c) 日常の職務の執行において、取締役会の決定に基づく職務の執行を効率的に行うために 

業務分掌規程、職務権限規程等の社内諸規程に基づき、権限の委譲を行い、各レベルの責 

任者が意思決定のルールに従い業務を分担しております。 

ｅ．当社における業務の適正を確保するための体制 

(a) ｢経営理念｣、｢経営方針｣、｢行動指針｣を共有し企業価値の向上と業務の適正を確保して 

おります。 

(b) 内部監査による業務監査により、業務全般にわたる職務執行の適切性を確保しておりま 

す。 

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す 

る事項 

(a) 監査役の職務を補助すべき使用人は、必要に応じてその人員を確保しております。 

(b) 当該使用人が監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は、監査役に委嘱されたものと 

して、取締役の指揮命令は受けないものとし、その期間中の当該使用人の人事評価につい 

ては監査役に委嘱されたものとしております。 

ｇ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

(a) 取締役及び使用人は、監査役会の定めに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告及び

情報提供を行います。 

(b) 監査役への報告・情報提供は、適時監査役の指定する方法で行います。 

ｈ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(a) 代表取締役、内部監査担当者は、監査役と定期的に意見交換を行います。 

(b) 監査役は、取締役会を始め、経営会議等の重要な会議体に出席することにより、重要な 

報告を受ける体制としております。 

(c) 監査役会は定期的に監査法人から監査の状況報告を受けることにより監査環境を整備し 

監査の有効性、効率性を高めております。 

 

４．リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、社内規程や業務マニュアルの体系化及び業務の標準化を適時適切に行い、業務リ

スク等に対応する組織及び責任者を定め、適切に評価・管理する体制を構築するように努めて

おります。 

 当社ではリスク・コンプライアンス規程を制定し、役職員は業務上のリスクを積極的に予見

し、適切に評価するとともに、リスクの回避、軽減に必要な措置を講じることとしておりま

す。さらに、代表取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を設置し、３ヶ月に

１度定期的又は必要がある場合に開催しております。 

 

５．取締役の定数及び選任の決議要件 

 当社の取締役は８名以内とする旨を定款に定めております。また、取締役の選任は株主総会

において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任につい

ては累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。 
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６．株主総会の特別決議要件 

 当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める決

議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。 

 

７．社外取締役及び社外監査役との責任限定契約の内容の概要 

  当社は、社外取締役及び社外監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮す

ることを目的として、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定

める最低責任限度額としております。 

   なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となっ

た職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

 

８．中間配当 

   当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準

日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的

な利益還元を可能にするためであります。 

 

９．自己の株式の取得 

   当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得

することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資

本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするも

のであります。 
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（２）【役員の状況】 
① 役員一覧 

 男性６名 女性１名 （役員のうち女性の比率 14.3％） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 報酬 

所有 

株式数

(数) 

代表取締役 
社長 

営業本部長 
本田 誠二 

1974年 

４月15日生 

1999年４月 

 

2008年６月 

2016年４月 

2019年６月 

 

2021年６月 

日本エスリード株式会社 

(現 エスリード株式会社)入社 

当社 入社 

当社 代表取締役社長 

当社 代表取締役COO 兼 

営業本部長  

当社 代表取締役社長 兼 

営業本部長(現任) 

 

(注)３ (注)５ 120,000 

取締役 
副社長 

事業本部長 
杉本 篤志 

1974年 

10月５日生 

1998年４月 

 

2007年10月 

 

2008年１月 

2016年４月 

2018年４月 

日本エスリード株式会社 

(現 エスリード株式会社)入社 

株式会社ダイドーサービス 

入社 

当社 入社 

当社 取締役副社長(現任) 

当社 事業本部長(現任) 

 

(注)３ (注)５ 120,000 

取締役 管理本部長 谷口 恵亮 
1974年 

８月18日生 

1997年４月 

 

2001年５月 

2005年12月 

2014年２月 

2017年８月 

2018年６月 

株式会社日本システムディベロ

ップメント 入社 

伊東板金工業株式会社 入社 

株式会社 誠工社 入社 

当社 入社 

当社 管理本部長(現任) 

当社 取締役(現任) 

 

(注)３ (注)５ － 

取締役 － 上田 宗則 
1971年 

９月27日生 

2008年12月 

2013年10月 

2016年８月 

 

2016年12月 

 

2016年12月 

 

2017年10月 

2018年８月 

 

2018年９月 

 

2019年６月 

 

2020年４月 

 

2021年12月 

有限責任 あずさ監査法人 入所 

公認会計士登録 

北浜経営コンサルティング株式

会社設立 代表取締役(現任) 

株式会社コラントッテ 

社外取締役 

ユースシアタージャパン 

株式会社 社外監査役 

当社 取締役(現任) 

BODYMAKER株式会社 

社外取締役 

株式会社ユニソンプラネット 

社外取締役 

株式会社関西木材市場 

社外監査役(現任) 

株式会社イタミアート 

社外監査役（現任） 

株式会社ラングローブ 

社外取締役（現任） 

(注)３ (注)５ － 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 報酬 

所有 

株式数

(数) 

常勤監査役 － 越本 徹史 
1949年 

２月５日生 

1974年４月 

 

1995年４月 

 

1995年６月 

2007年３月 

2010年６月 

 

2013年12月 

 

2017年４月 

株式会社兵庫相互銀行 

(現 株式会社みなと銀行)入行 

日本エスリード株式会社 

(現 エスリード株式会社)入社 

同社 取締役 

株式会社大正銀行 入行 

株式会社オークス・コーポレー

ション 入社 

ランドスケープアーキテクチャ

ー株式会社 入社 

当社 監査役(現任) 

 

(注)４ (注)５ － 

監査役 － 西井 信博 
1956年 

11月16日生 

1979年４月 

 

1998年７月 

 

2002年７月 

2003年11月 

 

2008年２月 

2016年２月 

 

2017年12月 

 

2018年６月 

2021年３月 

株式会社兵庫相互銀行 

(現 株式会社みなと銀行)入行 

日本エスリード株式会社 

(現 エスリード株式会社)入社 

株式会社日能研関西 入社 

第一稀元素化学工業株式 

監査役(現任) 

株式会社日能研関西 取締役 

有限会社ティーシーエス 

代表取締役(現任) 

株式会社教育情報サービス 

代表取締役(現任) 

当社 監査役(現任) 

一般社団法人ことわざ検定協会 

代表理事(現任) 

 

(注)４ (注)５ － 

監査役 － 宝本 美穂 
1978年 

１月６日生 

2007年４月 

 

2014年１月 

 

2019年６月 

弁護士登録 

鈴木俊生法律事務所 入所 

今橋綜合法律事務所 入所 

(現任) 

当社 監査役(現任) 

 

(注)４ (注)５ － 

計 240,000 

（注）１．取締役 上田宗則氏は、社外取締役であります。 

２．監査役 越本徹史氏及び西井信博氏並びに宝本美穂氏は、社外監査役であります。 

３．2022年６月30日開催の定時株主総会終結の時から、2023年３月期に係る定時株主総会の終結の

時までであります。 

４．2020年２月３日開催の臨時株主総会終結の時から、2024年３月期に係る定時株主総会の終結の

時までであります。 

５．2022年３月期における役員報酬の総額については、「５ コーポレート・ガバナンスの状況等

（４）役員の報酬等」に記載のとおりであります。 
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② 社外役員の状況 

 

 当社は社外取締役１名、社外監査役３名を選任しております。社外取締役及び社外監査役は取締

役会に出席し、豊富な経験を通じて培われた見識をもって独立した立場から発言を行っておりま

す。当社は社外取締役及び社外監査役による意見を当社の監査に反映することで、社外の独立した

立場の視点を経営に取り入れ、取締役会の意思決定に客観性や中立性を確保することができると考

えております。 

 社外取締役 上田宗則氏は、長年にわたる公認会計士としての豊富な経験と財務及び会計に関す

る専門的な知見に加え、他の会社の社外取締役経験を有し、その幅広い見識に基づき適宜助言又は

提言を得るため、社外取締役に選任しております。 

 社外監査役 越本徹史氏は、長年金融機関で勤務し、財務・労務管理の豊富な経験を有し、ま

た、東京証券取引所市場第一部上場企業で取締役管理本部長の経験が長く、財務・会計・総務に知

見があり、特に当社の属する業界に深い見識を有しており、当社の監査に活かすことが可能である

と判断し、社外監査役に選任しております。 

 社外監査役 西井信博氏は、長年にわたる金融機関での経験、財務、会計、総務、法務等の知見

を有し、2003年から上場企業の社外監査役として活躍されており、同氏の豊富な知識、経験及び高

い見識を、当社の監査に活かすことが可能であると判断し、社外監査役に選任しております。 

 社外監査役 宝本美穂氏は、弁護士としての専門的な知識と幅広い経験を、当社の監査に活かす

ことが可能であると判断し、社外監査役に選任しております。 

 また、当社では経歴、当社との関係等から個別に判断し、当社からの独立性を確保できる方を社

外役員として選任することとしております。 

 なお、社外取締役上田宗則氏は当社新株予約権38個を保有しております。この関係以外に、当 

社と社外取締役、社外監査役の間に、人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係はあ

りません。 
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（３）【監査の状況】 
 

① 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査につきましては、内部監査担当者２名が、業務全般について法令、定款、社内

規程等の遵守状況、業務執行手続き及び内容の妥当性について監査を実施しております。また、

内部監査担当者は監査法人と定期的に面談を行い、監査に必要な情報について、共有化を図って

おります。 

 当社は監査役会設置会社であり、監査役３名（社外監査役３名）により構成されております。

監査役は株主総会と取締役会に出席し、取締役及び監査法人から報告を受け、法令上監査役に認

められているその他の監査権限を行使しております。 

 また、監査役は内部監査担当者と連携し、内部統制システムに関する監査を実施し、定期的に

監査法人と面談を行っております。 

 

② 会計監査の状況 

当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、監査を受けております。同監査法

人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別な利害関係はありま

せん。 

また、当社は、公正不偏の立場から監査が実施される環境を整備するとともに、株主及び投

資家において有用な会計情報を提供するための会計処理方法、開示方法の相談等、情報交換を

心がけております。 

当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下

のとおりであります。 

 

a【業務を執行した公認会計士の氏名】 
指定有限責任社員 業務執行社員 西田 順一 
指定有限責任社員 業務執行社員 俣野 広行 

b【監査業務に係る補助者の構成】 
公認会計士６名、その他４名 

c【継続監査年数】 

８年間 

 

③監査報酬の内容等 

a【監査法人に対する報酬の内容】 

最近事業年度 

監査証明業務に基づく報酬 

（千円） 

非監査業務に基づく報酬 

（千円） 

14,000 － 

 

b【その他重要な報酬の内容】 
該当事項はありません。 

 

c【監査法人の発行者に対する非監査業務の内容】 
該当事項はありません。 

 
d【監査報酬の決定方針】 

当社の監査法人に対する監査報酬の決定方針としましては、監査法人から提出された監

査に要する業務時間等の見積資料に基づき、監査役会の同意のもと決定しております。 
 

  



36 

 

（４）【役員の報酬等】 
 

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

取締役の報酬等の額の決定につきましては、株主総会が決定する報酬総額の限度内において、取締役

会からの諮問を受けた報酬委員会の答申内容に基づき、取締役会決議により決定しておりま す。 

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる 

役員の員数 

（人） 基本報酬 
ストック 

オプション 
賞与 退職慰労金 

取締役 

(社外取締役を除く。) 
388,048 153,528 － － 234,520 ４ 

社外役員 23,340 23,340 － － － ４ 

合計 411,388 176,868 － － 234,520 ８ 

注．取締役１名に対して退職慰労金として 234,520 千円を支払っております。 
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（５）【株式の保有状況】 
 

① 投資株式の区分の基準及び考え方 

    当社は、投資株式については円滑な取引関係を保つことを目的とし、取締役会にて事業上の関

係や財務内容などを総合的に勘案して保有の有無を判断しております。 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

   イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等に

おける検証の内容 

当社における新規銘柄株式の取得、保有株式の処分は、取締役会での承認が必要となってい

ます。新規銘柄株式の取得、保有株式の処分については、「投資株式の区分の基準及び考え

方」に基づき実施しております。 

なお、保有株式の処分にあたっては、当社の経営成績、市況を考慮しております。 

   ロ． 銘柄数及び貸借対照表計上額 

 
銘柄数 

（銘柄） 

貸借対照表計上額の 

合計額（千円） 

非上場株式 － － 

非上場株式以外の株式 １ 322 

 

    （当事業年度において株式数が増加した銘柄） 

 
銘柄数 

（銘柄） 

貸借対照表計上額の 

合計額（千円） 
株式数の増加の理由 

非上場株式 － － － 

非上場株式以外の株式 １ 322 持株会会員 

 

    （当事業年度において株式数が減少した銘柄） 

 
銘柄数 

（銘柄） 

貸借対照表計上額の 

合計額（千円） 

非上場株式 － － 

非上場株式以外の株式 － － 
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第６【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

（１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和 38 年大蔵省令第 59 

号)に基づいて作成しております。 

（２）当社の財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例

の施行規則」第116条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条   

第３項の規定に基づき、当事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日まで）の財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。 

 

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

 
４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、財務諸表等の適正性を確保するため、監査法人などが主催する研修等へ参加するなどの取組

みを行っております。 
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１【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2021年３月31日） 
当事業年度 

（2022年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,055,544 3,382,808 

売掛金 9,422 5,707 

販売用不動産  ※2  9,031,137  ※2  4,244,444 

仕掛販売用不動産 － 115,866 

前渡金 12,400 427,600 

前払費用 98,164 62,564 

その他 62,973 210,634 

貸倒引当金 △126 △146 

流動資産合計 12,269,515 8,449,479 

固定資産   

有形固定資産   

建物 23,658 22,286 

減価償却累計額 △13,059 △12,855 

建物（純額） ※2  10,598 9,430 

構築物 11,163 － 

減価償却累計額 △6,360 － 

構築物（純額） ※2  4,802 － 

機械及び装置 176,481 － 

減価償却累計額 △83,209 － 

機械及び装置（純額） ※2  93,271 － 

車両運搬具 9,310 9,310 

減価償却累計額 △2,818 △4,980 

車両運搬具（純額） 6,492 4,330 

工具、器具及び備品 16,066 13,979 

減価償却累計額 △13,690 △12,360 

工具、器具及び備品（純額） 2,376 1,619 

リース資産 532,419 257,327 

減価償却累計額 △258,280 △125,439 

リース資産（純額） 274,138 131,888 

土地 ※2  106,206 ※2  23,504 

有形固定資産合計 497,886 170,772 

無形固定資産   

ソフトウエア 6,552 5,275 

無形固定資産合計 6,552 5,275 

投資その他の資産   

投資有価証券 134 322 

敷金 47,668 49,543 

長期前払費用 20,025 15,034 

保険積立金 ※2  153,139 ※2  120,994 

出資金 10,210 10,210 

繰延税金資産 － 10,535 

その他 7,564 7,564 

貸倒引当金 △2,550 △2,900 

投資その他の資産合計 236,194 211,305 

固定資産合計 740,632 387,353 

資産合計 13,010,148 8,836,832 
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  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2021年３月31日） 
当事業年度 

（2022年３月31日） 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 116,000 128,000 

１年内償還予定の社債 120,000 － 

１年内返済予定の長期借入金 ※2  3,373,787 ※2  2,258,630 

リース債務 216,033 17,721 

未払金 106,178 112,817 

未払費用 4,156 7,363 

未払法人税等 86,136 108,160 

未払消費税等 240,453 337,197 

預り家賃 112,000 126,875 

家賃保証引当金 1,521 8,881 

前受金 65,879 ※1   56,023 

預り金 53,684 52,467 

その他 2,454 4,188 

流動負債合計 4,498,285 3,218,325 

固定負債   

社債 － 120,000 

長期借入金 ※2  5,581,592 ※2  2,341,865 

リース債務 113,561 163,186 

役員退職慰労引当金 － 106,758 

繰延税金負債 31,288 － 

固定負債合計 5,726,442 2,731,810 

負債合計 10,224,728 5,950,135 

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,000 80,000 

資本剰余金   

その他資本剰余金 938,375 938,375 

資本剰余金合計 938,375 938,375 

利益剰余金   

利益準備金 10,000 20,000 

その他利益剰余金   

別途積立金 320,000 320,000 

特別償却準備金 94,587 23,417 

繰越利益剰余金 2,159,375 2,321,784 

利益剰余金合計 2,583,963 2,685,201 

自己株式 △816,934 △816,934 

株主資本合計 2,785,404 2,886,642 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 15 54 

評価・換算差額等合計 15 54 

純資産合計 2,785,419 2,886,696 

負債純資産合計 13,010,148 8,836,832 
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②【損益計算書】 

  （単位：千円） 

 
 前事業年度 

(自 2020年４月１日 
 至 2021年３月31日) 

 当事業年度 
(自 2021年４月１日 

 至 2022年３月31日) 

売上高 12,044,792 ※1  11,191,900 

売上原価 9,516,163 9,078,370 

売上総利益 2,528,629 2,113,530 

販売費及び一般管理費 ※2  1,509,558 ※2  1,718,722 

営業利益 1,019,071 394,807 

営業外収益   

受取利息及び配当金 129 183 

違約金収入 － 12,200 

助成金収入 8,000 － 

為替差益 － 3,569 

その他 1,874 632 

営業外収益合計 10,004 16,585 

営業外費用   

支払利息 169,482 104,571 

貸倒損失 － 66,000 

融資手数料 42,813 30,706 

その他 10,224 5,886 

営業外費用合計 222,520 207,164 

経常利益 806,555 204,228 

特別利益   

固定資産売却益          － ※3   189,772 

保険解約返戻金 － 156,572 

特別利益合計 － 346,344 

特別損失   

固定資産売却損          － ※4    20,701 

役員退職慰労金 － 54,120 

その他 － 8,055 

特別損失合計 － 82,877 

税引前当期純利益 806,555 467,696 

法人税、住民税及び事業税 284,434 250,372 

法人税等調整額 △5,013 △41,845 

法人税等合計 279,421 208,526 

当期純利益 527,133 259,169 

 

【売上原価明細書】 

 

前事業年度 

（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日） 

当事業年度 

（自 2021年４月１日 

至 2022年３月31日） 

区分 金額（千円） 
構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

Ⅰ 投資用不動産販売原価     

   土地・建物原価 8,881,056  8,488,416  

   経費 143,293  138,695  

   合計 9,024,350 94.8 8,627,112 95.0 

Ⅱ 賃貸管理原価 431,144 4.5 403,478 4.5 

Ⅲ 太陽光発電原価 60,668 0.7 47,779 0.5 

売上原価 9,516,163 100.0 9,078,370 100.0 
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③【株主資本等変動計算書】 
前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

       （単位：千円） 

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金

合計 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金

合計  別途積立金 特別償却 

準備金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 80,000 938,375 938,375 10,000 320,000 151,007 1,575,822 2,056,829 

当期変動額         

特別償却準備金の

取崩      △56,419 56,419 － 

当期純利益       527,133 527,133 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 

        

当期変動額合計 －  － － － － △56,419 583,553 527,133 

当期末残高 80,000 938,375 938,375 10,000 320,000 94,587 2,159,375 2,583,963 

 
      

 株主資本 評価・換算差額等 
純資産 
合計  自己株式 株主資本 

合計 
その他有価証

券評価差額金 
評価・換算差

額等合計 

当期首残高 △816,934 2,258,270  －  － 2,258,270 

当期変動額      

特別償却準備金の

取崩  －   － 

当期純利益  527,133   527,133 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 

  15 15 15 

当期変動額合計 － 527,133 15 15 527,149 

当期末残高 △816,934 2,785,404 15 15 2,785,419 
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当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 
       （単位：千円） 

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金

合計 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金

合計  別途積立金 特別償却 

準備金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 80,000 938,375 938,375 10,000 320,000 94,587 2,159,375 2,583,963 

当期変動額         

特別償却準備金の

取崩      △71,170 71,170 － 

剰余金の配当    10,000   △167,932 △157,932 

当期純利益       259,169 259,169 

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 

        

当期変動額合計 －  － － 10,000 － △71,170 162,408 101,237 

当期末残高 80,000 938,375 938,375 20,000 320,000 23,417 2,321,784 2,685,201 

 
      

 株主資本 評価・換算差額等 
純資産 
合計  自己株式 株主資本 

合計 
その他有価証

券評価差額金 

評価・換算差

額等合計 

当期首残高 △816,934 2,785,404  15  15 2,785,419 

当期変動額      

特別償却準備金の

取崩  －  － － 

剰余金の配当  △157,932  － △157,932 

当期純利益  259,169  － 259,169 

株主資本以外の項

目の当期変動額

(純額) 

  38 38 38 

当期変動額合計 － 101,237 38 38 101,276 

当期末残高 △816,934 2,886,642 54 54 2,886,696 
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

  （単位：千円） 

 
 前事業年度 

(自 2020年４月１日 
 至 2021年３月31日) 

 当事業年度 
(自 2021年４月１日 
 至 2022年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 806,555 467,696 

減価償却費 58,069 46,198 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 106,758 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 370 

家賃保証引当金の増減額（△は減少） 1,521 7,359 

受取利息及び受取配当金 △129 △183 

保険解約返戻金 － △156,572 

助成金収入 △8,000 － 

支払利息 169,482 104,571 

融資手数料 42,813 30,706 

売上債権の増減額（△は増加） 599,520 3,715 

棚卸資産の増減額（△は増加） 695,649 4,671,933 

前渡金の増減額（△は増加） 334,700 △415,200 

固定資産売却損益（△は益） － △169,070 

未払消費税等の増減額（△は減少） 223,967 96,744 

その他 △87,027 △128,878 

小計 2,837,124 4,666,147 

利息及び配当金の受取額 135 193 

助成金の受取額 8,000 － 

利息の支払額 △165,027 △103,872 

法人税等の支払額 △512,401 △228,348 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,167,831 4,334,122 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,600 △100 

定期預金の払戻による収入 6,120 9,600 

有形固定資産の取得による支出 △13,494 △1,103 

無形固定資産の取得による支出 △2,260 △3,873 

有形固定資産の売却による収入 － 454,427 

差入保証金の差入による支出 － △4,200 

差入保証金の回収による収入 － 4,200 

保険積立金の解約による収入 － 235,906 

その他 △15,687 △2,002 

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,921 692,854 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △229,900 12,000 

長期借入れによる収入 6,222,000 2,473,100 

長期借入金の返済による支出 △6,653,077 △6,827,984 

社債の発行による収入 － 120,000 

社債の償還による支出 － △120,000 

配当金の支払額 － △157,932 

リース債務の返済による支出 △41,035 △158,688 

融資手数料の支払いによる支出 △42,813 △30,706 

財務活動によるキャッシュ・フロー △744,825 △4,690,211 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,395,084 336,764 

現金及び現金同等物の期首残高 1,580,954 2,976,039 

現金及び現金同等物の期末残高  ※ 2,976,039  ※ 3,312,803 
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【注記事項】 
（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は      

移動平均法により算定）を採用しております。 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 販売用不動産及び仕掛販売用不動産 

個別法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法） 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物          ３～19年 

  構築物         10～15年 

  機械及び装置        17年 

  工具、器具及び備品   ２～15年 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて 

おります。 

 

（３）リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権等の貸倒損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）家賃保証引当金 

サブリース契約に伴い発生する損失に備えるために、損失見込額を計上しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を 

     計上しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

不動産ソリューション事業は、主に大阪府下を中心に投資用不動産を販売する事業であり、 

顧客との不動産売買契約書に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負っております。 

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収

益を計上しております。 
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６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま 

す。 

 

７．その他財務諸表作成のための基礎となる事項 

消費税等の会計処理 

控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用として処理しております。ただし、固定資産に

係る控除対象外消費税等は、法人税法の規定により均等償却を行っております。 

 

（会計方針の変更） 

１．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま

す。 

 これにより、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、顧客から

受け取る対価の額から販売時に購入支援金として支払う額を控除した純額で収益を認識する方法

に変更しております。この結果、当事業年度の売上高は 35,927 千円減少し、販売費及び一般管理

費も 35,927 千円減少しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当事業年度の期首残高へ与える影響はありません。 

なお、収益認識会計基準第 89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益

認識関係」注記については記載しておりません。 

 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしており

ます。なお、当事業年度に係る財務諸表に与える影響はありません。 

 また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等

の注記を行うことといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第19号 2019年７月４日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該

注記のうち前事業年度に係るものについては記載しておりません。 
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（貸借対照表関係） 
※１ 前受金のうち、契約負債の金額は次のとおりであります。 

 

 当事業年度 

（2022年３月31日） 

契約負債 10,610千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（2021年３月31日） 

当事業年度 

（2022年３月31日） 

販売用不動産 8,885,049千円 4,167,950千円 

建物 978 － 

構築物 4,802 － 

機械及び装置 93,271 － 

土地 105,990 23,288 

保険積立金 75,873 47,460 

計 9,165,966 4,238,699 

 

 担保付債務は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

（2021年３月31日） 

当事業年度 

（2022年３月31日） 

1年内返済予定の長期借入金  3,324,230千円  2,157,840千円 

長期借入金 5,042,937 1,838,000 

計 8,367,167 3,995,840 

 

（損益計算書関係） 
※１ 顧客との契約から生じる収益 

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお

りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、10,537,202千円であります。 

 

※２ 販売費に属する費用の割合は前事業年度8.0％、当事業年度5.6％、一般管理費に属する費用

の割合は前事業年度92.0％、当事業年度94.4％であります。 
 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 

前事業年度 

（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日） 

当事業年度 

（自 2021年４月１日 

至 2022年３月31日） 

役員報酬 247,455千円 176,868千円 

給与 508,443 538,121 

賞与 109,766 104,787 

販売促進費 74,984 52,454 

減価償却費 7,942 6,441 

貸倒引当金繰入額 0 20 

退職給付費用 － 3,620 

役員退職慰労金 － 180,400 

役員退職慰労引当金繰入額 － 106,758 

 

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 

前事業年度 

（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日） 

当事業年度 

（自 2021年４月１日 

至 2022年３月31日） 

機械及び装置 －千円 189,772千円 
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※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

 

前事業年度 

（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日） 

当事業年度 

（自 2021年４月１日 

至 2022年３月31日） 

土地 －千円 20,701千円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 
前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

当事業年度 

期首株式数 

（株） 

当事業年度 

増加株式数 

（株） 

当事業年度 

減少株式数 

（株） 

当事業年度末 

株式数 

（株） 

発行済株式     

普通株式 2,484,000 － － 2,484,000 

合計 2,484,000 － － 2,484,000 

自己株式     

普通株式 1,200,000 － － 1,200,000 

合計 1,200,000 － － 1,200,000 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
該当事項はありません。 

 
３．配当に関する事項 

(１）配当金支払額 

       該当事項はありません。 
 

(２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの  

（決議） 株式の種類  
配当の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2021 年６月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 157,932 利益剰余金 123.00 2021 年３月 31 日 2021 年６月 26 日 

  

当事業年度（自 2021 年４月１日 至 2022 年３月 31 日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

当事業年度 

期首株式数 

（株） 

当事業年度 

増加株式数 

（株） 

当事業年度 

減少株式数 

（株） 

当事業年度末 

株式数 

（株） 

発行済株式     

普通株式 2,484,000 － － 2,484,000 

合計 2,484,000 － － 2,484,000 

自己株式     

普通株式 1,200,000 － － 1,200,000 

合計 1,200,000 － － 1,200,000 
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
       該当事項はありません。 

 
３．配当に関する事項 

(１）配当金支払額 

        

（決議） 株式の種類  
配当の総額 

（千円）  
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2021 年６月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 157,932 利益剰余金 123.00 2021 年３月 31 日 2021 年６月 26 日 

  

(２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの  

（決議） 株式の種類  
配当の総額 

（千円）  
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2022 年６月 30 日 

定時株主総会 
普通株式 157,932 利益剰余金 123.00 2022 年３月 31 日 2022 年６月 30 日 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 
※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

前事業年度 

（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日） 

当事業年度 

（自 2021年４月１日 

至 2022年３月31日） 

現金及び預金勘定 3,055,544千円 3,382,808千円 

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △79,505 △70,005 

現金及び現金同等物 2,976,039 3,312,803 

 

（リース取引関係） 
前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

（借主側） 
ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 
① リース資産の内容 
有形固定資産 
 複合機（工具、器具及び備品）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 
 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 
所有権移転ファイナンス・リース取引 
① リース資産の内容 
有形固定資産 
 太陽光発電設備（機械及び装置）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 
 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 
当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

（借主側） 
ファイナンス・リース取引 
所有権移転外ファイナンス・リース取引 
① リース資産の内容 
有形固定資産 
 複合機（工具、器具及び備品）であります。 
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② リース資産の減価償却の方法 
 重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

所有権移転ファイナンス・リース取引 
① リース資産の内容 
有形固定資産 
太陽光発電設備（機械及び装置）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 
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（金融商品関係） 

前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 
１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 
当社は、主に不動産販売事業及び売電事業を行うための事業計画に照らして必要な資金を、

主に銀行等金融機関からの借入により調達しております。一時的な余資は流動性の高い金融資

産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。なお、投機目的の

デリバティブ取引は行わない方針であります。 
(2）金融商品の内容及びそのリスク 

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり市場価格の変動リスクに晒されて

おります。 

借入金は、不動産販売事業及び売電事業における不動産の仕入に必要な資金及び運転資金で

あり、社債は、運転資金であります。リース債務は、設備投資を目的としたものであります。

借入金の一部は金利変動リスクに晒されております。 
(3）金融商品に係るリスク管理体制 
①市場リスクの管理 

投資有価証券については、時価や発行体（取引企業）の財務状況等を把握しております。 

金利変動リスクについては、借入金に係る支払い金利の変動リスクを抑制するために、金融

機関より金融商品に関する情報を収集し、定期的に借入先及び契約内容の見直しを実施してお

ります。 
②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。 
(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 
 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1)投資有価証券    

その他有価証券 134 134 － 

 資産計 134 134 － 

(1)長期借入金(※2) 8,955,379 8,992,919 37,539 

(2)リース債務(※2) 329,594 337,706 8,112 

(3)社債(※2) 120,000 119,633 △366 

 負債計 9,404,974 9,450,259 45,284 

 

(※１)「現金及び預金」、「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

(※２)１年内返済または償還予定分を含めて表示しております。 
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注１．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 3,055,544 － － － 

合計 3,055,544 － － － 

 

注２．長期借入金、リース債務、社債及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

短期借入金 116,000 － － － － － 

長期借入金 3,373,787 4,999,192 82,029 73,023 67,813 359,533 

リース債務 216,033 23,834 24,637 65,089 － － 

社債 120,000 － － － － － 

合計 3,825,820 5,023,027 106,667 138,112 67,813 359,533 
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当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 
１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 
当社は、主に不動産販売事業及び売電事業を行うための事業計画に照らして必要な資金を、

主に銀行等金融機関からの借入により調達しております。一時的な余資は流動性の高い金融資

産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。なお、投機目的の

デリバティブ取引は行わない方針であります。 
(2）金融商品の内容及びそのリスク 

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり市場価格の変動リスクに晒されて

おります。 

借入金は、不動産販売事業及び売電事業における不動産の仕入に必要な資金及び運転資金で

あり、社債は、運転資金であります。リース債務は、設備投資を目的としたものであります。

借入金の一部は金利変動リスクに晒されております。 
(3）金融商品に係るリスク管理体制 
①市場リスクの管理 

投資有価証券については、時価や発行体（取引企業）の財務状況等を把握しております。 

金利変動リスクについては、借入金に係る支払い金利の変動リスクを抑制するために、金融

機関より金融商品に関する情報を収集し、定期的に借入先及び契約内容の見直しを実施してお

ります。 
②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。 
(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 
 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1）投資有価証券    

   その他有価証券 322 322 － 

資産計 322 322 － 

 (1）長期借入金(※２) 4,600,495 4,578,829 △21,665 

 (2）リース債務(※２) 180,908 194,422 13,514 

 (3）社債 120,000 116,006 △3,993 

負債計 4,901,403 4,889,259 △12,144 

 

(※１)「現金及び預金」、「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

(※２)１年内返済分を含めて表示しております。 
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注１．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 3,382,808 － － － 

合計 3,382,808 － － － 

 

注２．長期借入金、リース債務、社債及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

短期借入金 128,000 － － － － － 

長期借入金 2,258,630 1,823,510 164,380 59,045 57,240 237,690 

リース債務 17,721 18,293 18,135 17,984 108,773 － 

社債 － － － － 120,000 － 

合計 2,404,351 1,841,803 182,515 77,029 286,013 237,690 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 
 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ
れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。 

 

(1） 時価で貸借対照表に計上している金融商品 
当事業年度（2022 年３月 31 日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券 322 － － 322 

資産計 322 － － 322 

 

(2） 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 
当事業年度（2022 年３月 31 日） 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金(※) － 4,578,829 － 4,578,829 

リース債務(※) － 194,422 － 194,422 

社債 － 116,006 － 116,006 

負債計 － 4,889,259 － 4,889,259 

※１年内返済分を含めて表示しております。 
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 
有価証券及び投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

 
長期借入金、リース債務及び社債 

これらの時価は、元利金の合計額と、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率を基
に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

（有価証券関係） 

  １．その他有価証券 

前事業年度（2021年３月31日） 

 種類 

貸借対照表計

上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

（１）株式 134 111 23 

（２）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

（３）その他 － － － 

合計 134 111 23 

 

当事業年度（2022年３月31日） 

 種類 

貸借対照表計

上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

（１）株式 322 239 83 

（２）債券    

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

（３）その他 － － － 

合計 322 239 83 

 

（退職給付関係） 

当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は従業員の退職給付に充てるため、当事業年度より確定拠出年金制度を導入しております。 

 

２．確定拠出制度 

 当社の確定拠出制度への要拠出額は、3,620千円であります。 
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（ストック・オプション等関係） 

  １．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名 

該当事項はありません。 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 （1）ストック・オプションの内容 

 第１回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 ４名 

当社従業員 10名 

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式 272,000株 

付与日 2019年１月16日 

権利確定条件 

「第４ 発行者の状況 １ 株式等の状

況 (2)新株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

対象勤務期間 勤務対象期間の定めはありません 

権利行使期間 
自 2021年１月16日 

至 2029年１月15日 

   （注）株式数に換算して記載しております。 

 

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度（2022年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストッ

ク・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 第１回新株予約権 

権利確定前          （株）  

前事業年度末 246,800   

付与 －   

失効 －   

権利確定 246,800   

未確定残 －   

権利確定後          （株）    

前事業年度末 －   

権利確定 246,800   

権利行使 －   

失効 －   

未行使残 246,800   

 

②単価情報 

 第１回新株予約権 

権利行使価格         （円） 1,163   

行使時平均単価        （円） －   

付与日における公正な評価単価 （円） －   
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

  ストック・オプションの付与日時点においては、当社株式は未公開株式であったため、ストッ

ク・オプションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積によっておりま

す。また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる当社株式の評価方法は、DCF法、類似

会社比準法及び純資産価額法を総合的に勘案して算定した評価額に基づく単位当たりの本源的価

値によっております。 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

  基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させ 

る方法を採用しております。 

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末におけ 

る本源的価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使 

日における本源的価値の合計額 

  （1）当事業年度末における本源的価値の合計額            107,851 千円 

  （2）当事業年度において権利行使されたストック・オプションの 

権利行使日における本源的価値の合計額                 －千円 

 

（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前事業年度 

（2021年３月31日） 

当事業年度 

（2022年３月31日） 

繰延税金資産   

未払事業税 5,422千円 10,475千円 

減価償却超過額 8,534 94 

未払社会保険料 3,280 3,356 

役員退職慰労引当金 － 36,885 

賞与引当金 － 2,487 

 その他 2,251 18,895 

繰延税金資産小計 19,489  72,194  

評価性引当額 △838 △49,268 

繰延税金資産合計 18,650 22,926 

繰延税金負債   

 特別償却準備金 △49,931 △12,361 

その他 △8 △28 

繰延税金負債合計 △49,939 △12,390 

繰延税金資産（△は負債）の純額 △31,288  10,535  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当 

該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（2021年３月31日） 

当事業年度 

（2022年３月31日） 

法定実効税率 － 34.55％ 

（調整）   

住民税均等割 － 0.05 

評価性引当額の増減 － 10.35 

雇用促進税制による税額控除 － △1.14 

 その他 － 0.78 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  44.59  

（注）前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が

法定実効税率の100分の５以下であるため記載を省略しております。 
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（収益認識関係） 

１． 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針）５.収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

２． 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び

に 当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる

収益の金額及び時期に関する情報 

 

（１）契約負債の残高等 

（単位：千円） 

 当事業年度 

契約負債（期首残高） 6,587 

契約負債（期末残高） 10,610 

 

（注）１．契約負債は投資用不動産の不動産売買契約に基づいて、顧客から受け取った手付金等の

前受金に関するものであります。 

２．契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。 

３．契約負債の期首残高は、すべて当事業年度の収益として認識されております。 

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格 

当社において、当初の予想契約期間が 1 年を超える重要な取引を認識していないため、実

務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報は開示しておりません。 

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり

ません。 
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（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 
当社の報告セグメントは、「不動産ソリューション事業」のみであり、その他の事業セグメント 

は重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 
当社の報告セグメントは、「不動産ソリューション事業」のみであり、その他の事業セグメント 

は重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

【関連情報】 
前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超える 

ため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

 （１）売上高 

    本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して 

おります。 

（２）有形固定資産 

   本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

株式会社ワールドアイコーポレーション 1,800,388千円 不動産ソリューション事業 

 

当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超える 

ため、記載を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

 （１）売上高 

    本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して 

おります。 

（２）有形固定資産 

   本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

合同会社オルタナファイブ 2,903,281千円 不動産ソリューション事業 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 
 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 
 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 
 該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】 
前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 
関連当事者との取引 
財務諸表提出会社の役員および個人主要株主等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 

（千円） 

事業の内

容又は職

業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

（％） 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

役員及び 

個人主要

株主 

中野 秀樹 － － 

当社 

代表取締役 

CEO 

（被所有） 

直接 65.4 

間接  6.5 

債務被保証 

当社借入に

対する連帯

保証(注)2 

684,458 － － 

リース契約

の連帯保証 

(注)3 

324,492 － － 

（注）１．中野秀樹は、2021年６月25日開催の第14回定時株主総会をもって、代表取締役CEOを退任し個人

主要株主となっております。 

２．当社の銀行借入の一部に対して代表取締役CEO中野秀樹より連帯保証を受けております。 

なお、これに伴う保証料の支払は行っておりません。 

３．当社のリース契約の一部に対して代表取締役CEO中野秀樹より連帯保証を受けております。 

なお、これに伴う保証料の支払は行っておりません。 
 

当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 
関連当事者との取引 
財務諸表提出会社の役員および個人主要株主等 

種類 
会社等の名

称又は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 

（千円） 

事業の内

容又は職

業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

（％） 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

役員 本田 誠二 － － 

当社 

代表取締役 

社長 

（被所有） 

直接 9.3 
債務被保証 

リース契約

の連帯保証 

(注) 

177,238 － － 

（注）当社のリース契約の一部に対して代表取締役社長本田誠二より連帯保証を受けております。なお、

これに伴う保証料の支払は行っておりません。 
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（１株当たり情報） 

 前事業年度 

（自 2020年４月１日 

  至 2021年３月31日） 

当事業年度 

（自 2021年４月１日 

  至 2022年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,169.33円 2,248.21円 

１株当たり当期純利益 410.54円 201.85円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 389.98円 191.78円 

（注）１．前事業年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当社は2020年５

月27日に東京証券取引所 TOKYO PRO Marketに上場したため、上場日から前事業年度末ま

での平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。 

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

 前事業年度 

（自 2020年４月１日 

  至 2021年３月31日） 

当事業年度 

（自 2021年４月１日 

  至 2022年３月31日） 

１株当たり当期純利益（千円）   

当期純利益（千円） 527,133 259,169 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 527,133 259,169 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,284,000 1,284,000 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 67,710 67,407 

（うち新株予約権（株）） （67,710） （67,407） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

－ － 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
 

  



62 

⑤【附属明細表】 
【有価証券明細表】 

     有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により 

記載を省略しております。 

 

【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額 

（千円） 

当期償却額 

（千円） 

差引 

当期末残高 

（千円） 

有形固定資産        

建物 23,658 480 1,851 22,286 12,855 746 9,430 

構築物 11,163 － 11,163 － － 623 － 

機械及び装置 176,481 111,638 288,120 － － 7,337 － 

車両運搬具 9,310 － － 9,310 4,980 2,161 4,330 

工具、器具及び備品 16,066 164 2,251 13,979 12,360 921 1,619 

リース資産 532,419 1,964 277,038 257,327 125,439 32,557 131,888 

土地 106,206 － 82,701 23,504 － － 23,504 

有形固定資産計 875,303 114,229 663,126 326,408 155,636 44,348 170,772 

無形固定資産        

ソフトウエア 16,868 573 － 17,441 12,165 1,849 5,275 

無形固定資産計 16,868 573 － 17,441 12,165 1,849 5,275 

長期前払費用 20,025 7,260 12,252 15,034 － － 15,034 

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置 兵庫県三木市太陽光設備 111,638千円 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置 兵庫県三木市太陽光設備 111,638千円 

       奈良県吉野太陽光設備  176,481千円 

リース資産  兵庫県三木市太陽光設備 277,038千円 

 

【社債明細表】 

銘柄 発行年月日 
当期首残高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 
利率（％） 担保 償還期限 

第１回信用保証協会保証付私募債 2016.11.25 120,000 － 0.36 なし 2021年11月25日 

第２回信用保証協会保証付私募債 2021.11.25 － 120,000 0.35 なし 2026年11月25日 

合計 － 120,000 120,000 － － － 

  （注）１．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

１年以内 

（千円） 

１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

－ － － － 120,000 
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【借入金等明細表】 

区分 
当期首残高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

平均利率 

（％） 
返済期限 

短期借入金 116,000 128,000 1.21 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,373,787 2,258,630 1.13 － 

１年以内に返済予定のリース債務 216,033 17,721 1.74 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 5,581,592 2,341,865 1.25 
2023年７月～

2035年６月 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 113,561 163,186 1.76 
2024年９月～

2026年11月 

合計 9,400,974 4,909,403 － － 

 （注）１．平均利率については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。 
    ２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定

額は以下のとおりであります。 

 
１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 1,823,510 164,380 59,045 57,240 

リース債務 18,293 18,135 17,984 108,773 

 

【引当金明細表】 

区分 
当期首残高 

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（千円） 

当期減少額 

（その他） 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 

貸倒引当金 2,675 370 － － 3,046 

役員退職慰労引当金 － 106,758 － － 106,758 

家賃保証引当金 1,521 8,881 － 1,521 8,881 

（注）家賃保証引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替額であります。 

 

【資産除去債務明細表】 

該当事項はありません。 
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（２）【主な資産及び負債の内容】 
① 流動資産 
イ．現金及び預金 

区分 金額（千円） 

現金 78 

預金  

普通預金 3,312,725 

定期預金 70,005 

小計 3,382,730 

合計 3,382,808 

 

ロ．売掛金 

相手先 金額（千円） 

関西電力株式会社 5,467 

 個人 239 

合計 5,707 

 

ハ．販売用不動産 
      品目別内訳 

区分 件数（戸） 面積（㎡） 金額（千円） 

マンション（区分） 278 － 4,244,444 

合計 278 － 4,244,444 

 （注）１．件数欄については、戸数を表示しております。 
    ２．販売用不動産の所在地内訳は、次のとおりであります。 

地域別 件数（戸） 面積（㎡） 金額（千円） 

大阪府 234 － 3,629,087 

京都府 44 － 615,357 

合計 278 － 4,244,444 

     ３．上記の金額は土地・建物の合計であり、区分所有のため土地面積の記載は省略しており

ます。 

 

ニ．仕掛販売用不動産 

区分 面積（㎡） 金額（千円） 

仕掛販売用土地 298.67 115,866 

合計 298.67 115,866 

 

 

（３）【その他】 
    該当事項はありません。 
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第７【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 

  



66 

 

第８【発行者の株式事務の概要】 

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで 

定時株主総会 毎事業年度終了後３か月以内 

基準日 毎年３月31日 

株券の種類 － 

剰余金の配当の基準日 
毎年９月30日 

毎年３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
－ 

 

株主名簿管理人 
－ 

 

取次所   － 

名義書換手数料 － 

新券交付手数料 － 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 (注１) 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により、電

子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し

て行う。 

 公告掲載URL https://www.1st-stage.co.jp/publicnotice/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

（注）１．単元未満株式の買取手数料は、当社株式がTOKYO PRO Marketに上場された日から「株式の売買の委託

に係る手数料相当額として別途定める金額」に変更されます。 

２．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利を行使することができない旨、定

款に定めております。 

（1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（2）買取請求権付株式の取得を請求する権利 

（3）募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利 
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第二部【特別情報】 

 

第１【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 
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